
企 画 総 務 委 員 会 

平成２８年３月２４日 

職員の給与に関する条例の一部を改正する条例（案）新旧対照表 

改  正  案 現     行 
  
 （目的） 

第１条 この条例は、地方公務員法（昭和２ 

 ５年法律第２６１号。以下「法」という。）

 第２４条第５項の規定に基づき、職員の給 

 与に関する事項を定めることを目的とする。

２ 〔略〕 

 （給料表、適用範囲及び職務の級） 

第５条 〔略〕 

２ 〔略〕 

３ 職員の職務は、その複雑、困難及び責任

の度に基づきこれを給料表に定める職務の

級に分類するものとし、その分類の基準と

なるべき職務の内容は、等級別基準職務表

（別表第６）に定めるとおりとする。 

４ 任命権者は、全ての職員の職を前項の等

級別基準職務表及び人事委員会が定める基

準に従い、給料表に掲げる職務の級のいず

れかに格付けし、給料表により給料を支給

しなければならない。 

 （初任給及び昇格昇給等の基準） 

第６条 〔略〕 

２～６ 〔略〕 

７ 職員を降給させる場合におけるその者の

号給は、職員の分限に関する条例（昭和３

３年墨田区条例第１０号）第７条の規定に

より、当該職員が降給した日の前日に受け

ていた号給より３号給下位の号給（当該受

けていた号給が職員の属する職務の級の最

低の号給の上位３号給以内の号給である場

合にあっては、当該最低の号給）とする。 

８ 〔略〕 

９ 第２項から第５項まで及び第７項の規定

の実施について必要な基準は、人事委員会

が定める。 

 （再任用短時間勤務職員の給料月額） 

第６条の３ 法第２８条の５第１項又は第２

８条の６第２項に規定する短時間勤務の職

を占める職員（以下「再任用短時間勤務職

員」という。）の給料月額は、第６条第８

項の規定にかかわらず、同項の規定による

給料月額に、勤務時間条例第２条第３項の

 （この条例の目的） 

第１条 この条例は、地方公務員法（昭和２ 

 ５年法律第２６１号。以下「法」という。）

 第２４条第６項の規定に基づき、職員の給 

 与に関する事項を定めることを目的とする。

２ 〔略〕 

 〔同左〕 

第５条 〔略〕 

２ 〔略〕 

３ 職員の職務は、その複雑、困難及び責任

の度に基づきこれを給料表に定める職務の

級に分類するものとし、その分類の基準と

なるべき標準的な職務の内容は、人事委員

会が定める。 

４ 任命権者は、全ての職員の職を人事委員

会が定める基準に従い、給料表に掲げる職

務の級のいずれかに格付けし、給料表によ

り給料を支給しなければならない。 

 

 （初任給及び昇格昇給の基準） 

第６条 〔略〕 

２～６ 〔略〕 

  〔新設〕 

 

 

 

 

 

 

 

７ 〔略〕 

８ 第２項から第５項までの規定の実施につ

いて必要な基準は、人事委員会が定める。 

 

 〔同左〕 

第６条の３ 法第２８条の５第１項又は第２

８条の６第２項に規定する短時間勤務の職

を占める職員（以下「再任用短時間勤務職

員」という。）の給料月額は、第６条第７

項の規定にかかわらず、同項の規定による

給料月額に、勤務時間条例第２条第３項の



規定により定められたその者の勤務時間を

同条第１項に規定する勤務時間で除して得

た数を乗じて得た額とする。 

 （通勤手当） 

第１３条 〔略〕 

２ 通勤手当の額は、次の各号に掲げる職員

の区分に応じて、当該各号に定める額とす

る。 

 ⑴ 〔略〕 

 ⑵ 前項第２号に掲げる職員 別表第７に

掲げる職員の区分及び自転車等の片道の

使用距離の区分に応じて同表に定める額

に支給月数を乗じて得た額 

 ⑶ 〔略〕 

３～６ 〔略〕 

 （休職者等の給与） 

第２３条 休職等となった職員（次項に規定

する職員を除く。）に対しては、休職等の

期間中次の区分により給与を支給すること

ができる。 

 ⑴・⑵ 〔略〕 

 ⑶ 職員の分限に関する条例第２条第１項

に掲げる理由に該当して休職にされたと

きは、人事委員会規則で定める額 

 

２・３ 〔略〕 

 （災害派遣手当） 

第２７条の３ 〔略〕 

２ 災害派遣手当の額は、別表第８に掲げる

滞在する期間及び滞在する施設の区分に応

じ、同表に定める額とする。 

３ 〔略〕 

   付 則 

１ 〔略〕 

 

 

 

２～７ 〔略〕 

８ 別表第６の規定の適用については、当分

の間、同表１の部３級の項中「主任主事の

職務」とあるのは「主任主事の職務又は特

に高度の知識若しくは経験を必要とする業

務を行う係員の職務」と、同部４級の項中

規定により定められたその者の勤務時間を

同条第１項に規定する勤務時間で除して得

た数を乗じて得た額とする。 

 〔同左〕 

第１３条 〔略〕 

２ 〔同左〕 

 

 

 ⑴ 〔略〕 

 ⑵ 前項第２号に掲げる職員 別表第６に

掲げる職員の区分及び自転車等の片道の

使用距離の区分に応じて同表に定める額

に支給月数を乗じて得た額 

 ⑶ 〔略〕 

３～６ 〔略〕 

 〔同左〕 

第２３条 〔同左〕 

 

 

 

 ⑴・⑵ 〔略〕 

 ⑶ 職員の分限に関する条例（昭和３３年

墨田区条例第１０号）第２条に掲げる理

由に該当して休職にされたときは、人事

委員会規則で定める額 

２・３ 〔略〕 

 〔同左〕 

第２７条の３ 〔略〕 

２ 災害派遣手当の額は、別表第７に掲げる

滞在する期間及び滞在する施設の区分に応

じ、同表に定める額とする。 

３ 〔略〕 

   付 則 

１ 〔略〕 

２ 結核性疾患で休業中の条件付採用期間中

の職員の給与については、別に条例で定

められるまでの間なお従前の例による。 

３～８ 〔略〕 

  〔新設〕 

 

 

 

 



「係長、担当係長又は主査の職務」とある

のは「係長、担当係長若しくは主査の職務

又は高度の知識若しくは経験を必要とする

業務を行う主任主事の職務」と、同表２の

部２級の項中「技能主任の職務」とあるの

は「技能主任の職務又は高度の技能若しく 

 は経験を必要とする業務を行う係員の職務」

 と、同部３級の項中「技能長の職務」とあ

るのは「技能長の職務、困難な業務を処理

する技能主任の職務又は特に高度の技能若

しくは経験を必要とする業務を行う係員の

職務」と、同部４級の項中「統括技能長の

職務」とあるのは「統括技能長の職務又は

困難な業務を処理する技能長の職務」とす

る。 

別表第６ 

等級別基準職務表 

 １ 行政職給料表（一）等級別基準職務表 

職務の級 基 準 と な る 職 務  

１ 級 係員の職務 

２ 級 
高度の知識又は経験を必要とする業務を行

う係員の職務 

３ 級 主任主事の職務 

４ 級 係長、担当係長又は主査の職務 

５ 級 総括係長の職務 

６ 級 課長、担当課長又は副参事の職務 

７ 級 統括課長の職務 

８ 級 部長、担当部長又は参事の職務 

 

 ２ 行政職給料表（二）等級別基準職務表 

職務の級 基 準 と な る 職 務  

１ 級 係員の職務 

２ 級 技能主任の職務 

３ 級 技能長の職務 

４ 級 統括技能長の職務 

 

 ３ 医療職給料表（一）等級別基準職務表 

職務の級 基 準 と な る 職 務  

１ 級 係長、担当係長又は主査の職務 

２ 級 課長、担当課長又は副参事の職務 

３ 級 部長、担当部長又は参事の職務 

 

 ４ 医療職給料表（二）等級別基準職務表 

職務の級 基 準 と な る 職 務  

１ 級 係員の職務 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔新設〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  

２ 級 
高度の知識又は経験を必要とする業務を行

う係員の職務 

３ 級 主任主事の職務 

４ 級 係長、担当係長又は主査の職務 

５ 級 総括係長の職務 

６ 級 課長、担当課長又は副参事の職務 

７ 級 統括課長の職務 

 

 ５ 医療職給料表（三）等級別基準職務表 

職務の級 基 準 と な る 職 務  

１ 級 係員の職務 

２ 級 
高度の知識又は経験を必要とする業務を行

う係員の職務 

３ 級 主任主事の職務 

４ 級 係長、担当係長又は主査の職務 

５ 級 総括係長の職務 

６ 級 課長、担当課長又は副参事の職務 

７ 級 統括課長の職務 

 

別表第７ 〔略〕 

別表第８ 〔略〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別表第６ 〔略〕 

別表第７ 〔略〕 
  

   付 則 

 （施行期日等） 

１ この条例は、平成２８年４月１日から施行する。 

２ この条例による改正後の第６条第７項の規定は、平成２８年４月１日以後の職員

の行為に係る降給について適用する。 

 （降給の場合における行政職給料表（二）の改正に伴う経過措置の取扱い） 

３ 職員の給与に関する条例の一部を改正する条例（平成１９年墨田区条例第５１号） 

 付則第２項及び第３項の規定により特別区人事委員会（以下「人事委員会」とい 

 う。）が定める給料月額を受けている職員のうち、人事委員会が定めるもののこの

条例による改正後の第６条第７項の規定を適用した場合の給料月額については、人

事委員会が定める。 

 （委任） 

４ 前項に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、人事委員会が定

める。 

 （職員の退職手当に関する条例の一部改正） 

５ 職員の退職手当に関する条例（昭和３３年墨田区条例第２２号）の一部を次のよ

うに改正する。 

  付則第７項中「付則第６項」を「付則第５項」に改める。 



※ 付則第５項による職員の退職手当に関する条例（昭和３３年墨田区条例第２２号）

の一部改正 

改  正  後 現     行 
  
   付 則 

１～６ 〔略〕 

７ 職員の給与に関する条例の一部を改正す

る条例（平成１８年墨田区条例第４号）付

則第１０項の規定により読み替えて準用さ

れる付則第４項に規定する人事委員会が定

めるものに対する第９条第１項の規定の適

用については、同項中「給料の調整額の額

に相当する規則で定める額）と、その者が

最も長期間にわたり支給を受けていた給料

の調整額の額に相当する規則で定める額と

のいずれか多い額のもの」とあるのは「給

料の調整額の額に相当する規則で定める額

から１万３，０００円（職員の給与に関す

る条例付則第５項に規定する人事委員会が

定めるものに該当する場合は、同項の表の

左欄に掲げる年度において、それぞれ同表

の右欄に掲げる額を加算した額。以下この

項において「減ずる額」という。）を減じ

た額）」と、「加えた額とする」とあるの

は「加えた額とする。この場合において、

減ずる額が給料の調整額の額に相当する規

則で定める額以上となるときは、この項の 

 規定による退職手当は支給しない」とする。

８～１３ 〔略〕 

   付 則 

１～６ 〔略〕 

７ 職員の給与に関する条例の一部を改正す

る条例（平成１８年墨田区条例第４号）付

則第１０項の規定により読み替えて準用さ

れる付則第４項に規定する人事委員会が定

めるものに対する第９条第１項の規定の適

用については、同項中「給料の調整額の額

に相当する規則で定める額）と、その者が

最も長期間にわたり支給を受けていた給料

の調整額の額に相当する規則で定める額と

のいずれか多い額のもの」とあるのは「給

料の調整額の額に相当する規則で定める額

から１万３，０００円（職員の給与に関す

る条例付則第６項に規定する人事委員会が

定めるものに該当する場合は、同項の表の

左欄に掲げる年度において、それぞれ同表

の右欄に掲げる額を加算した額。以下この

項において「減ずる額」という。）を減じ

た額）」と、「加えた額とする」とあるの

は「加えた額とする。この場合において、

減ずる額が給料の調整額の額に相当する規

則で定める額以上となるときは、この項の 

 規定による退職手当は支給しない」とする。

８～１３ 〔略〕   

 

※ 地方公務員法の一部改正（抄） 

改  正  後 改  正  前 
  
 （給与、勤務時間その他の勤務条件の根本

基準） 

第２４条 職員の給与は、その職務と責任に

応ずるものでなければならない。 

 

 

２～４ 〔略〕 

５ 職員の給与、勤務時間その他の勤務条件

は、条例で定める。 

 （給与に関する条例及び給与の支給） 

 〔同左〕 

 

第２４条 〔同左〕 

 

２ 前項の規定の趣旨は、できるだけすみや

かに達成されなければならない。 

３～５ 〔略〕 

６ 〔同左〕 

 

 （給与に関する条例及び給料額の決定） 



第２５条 職員の給与は、前条第５項の規定

による給与に関する条例に基づいて支給さ

れなければならず、また、これに基づかず

には、いかなる金銭又は有価物も職員に支

給してはならない。 

２ 〔略〕 

３ 給与に関する条例には、次に掲げる事項

を規定するものとする。 

 ⑴ 〔略〕 

 ⑵ 等級別基準職務表 

 ⑶ 〔略〕 

 ⑷ 時間外勤務手当、夜間勤務手当及び休

日勤務手当に関する事項 

 ⑸ 前号に規定するものを除くほか、地方

自治法第２０４条第２項に規定する手当

を支給する場合においては、当該手当に

関する事項 

 ⑹ 非常勤職員の職その他勤務条件の特別

な職があるときは、これらについて行う

給与の調整に関する事項 

 

 

 

 

 

 ⑺ 〔略〕 

４ 前項第１号の給料表には、職員の職務の

複雑、困難及び責任の度に基づく等級ごと

に明確な給料額の幅を定めていなければな

らない。 

５ 第３項第２号の等級別基準職務表には、

職員の職務を前項の等級ごとに分類する際

に基準となるべき職務の内容を定めていな

ければならない。 

第２５条 職員の給与は、前条第６項の規定

による給与に関する条例に基づいて支給さ

れなければならず、又、これに基づかずに

は、いかなる金銭又は有価物も職員に支給

してはならない。 

２ 〔略〕 

３ 給与に関する条例には、次の事項を規定

するものとする。 

 ⑴ 〔略〕 

   〔新設〕 

 ⑵ 〔略〕 

 ⑶ 時間外勤務、夜間勤務及び休日勤務に

対する給与に関する事項 

 ⑷ 特別地域勤務、危険作業その他特殊な

勤務に対する手当及び扶養親族を有する

職員に対する手当を支給する場合におい

ては、これらに関する事項 

 ⑸ 非常勤職員の職及び生活に必要な施設

の全部又は一部を公給する職員の職その

他勤務条件の特別な職があるときは、こ

れらについて行う給与の調整に関する事

項 

 ⑹ 職階制を採用する地方公共団体におい

ては、その職に職階制が始めて適用され

る場合の給与に関する事項 

 ⑺ 〔略〕 

４ 職階制を採用する地方公共団体において

は、給料表には、職階制において定められ

た職級ごとに明確な給料額の幅を定めてい

なければならない。 

５ 職階制を採用する地方公共団体において

は、職員には、その職につき職階制におい

て定められた職級について給料表に定める

給料額が支給されなければならない。   

【施行日】平成２８年４月１日 


